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第１章 計画の意義等 

 

１ 計画の趣旨 

当計画は、下野市立小・中学校の児童生徒のより良い教育環境の充実を図るため、

下野市学校適正配置検討委員会から平成２３年１０月に答申された「下野市立小・中

学校の規模及び配置の適正化」（以下「学校適正配置答申」という。）を踏まえ、地域、

保護者等の懇談会時の意見や地域の実情等を総合的に勘案し、本市としての学校適正

配置基本計画を策定するものです。 

   

２ 計画の目的 

全国的に今後も尐子化の進行が見込まれ、ますます学齢人口が減尐するなかで、下

野市立小・中学校に学ぶ児童生徒だれもが、高い教育理念と効果的な教育内容を享受

できるよう、良好な教育環境を創出することを目的とします。 

  

 ○下野市教育計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

学校適正配置基本計画は、平成２６年度から平成３５年度までの向こう１０年間を

展望して策定します。 

計画における推進すべき具体的な地域、学校については、児童、生徒数の推移等の

動向を見ながら、個々の事情に応じ進めていくものとします。 

 

基本目標：みんなで学び文化を育むふれあいのまちづくり 

基本施策：次代を担う人材の育成 

未来を拓く子ども達を育む、より良い教育環境の充実 

基本方針： 

     知・徳・体のバランスのとれた子どもの育成 
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第２章 下野市立小・中学校の現状と課題 

 

１ 児童・生徒数の現状と推移 

小学校の児童数の長期的な推移を見てみると、昭和４１年度の３，５４２人から

徐々に増加し、昭和５７年度の４，５４２人をピークとして平成４年から平成８年に

かけて一時的増加があるものの、それ以後年々減尐し、平成２５年度は３，４９８人

とピーク時の７７．０％となりました。推計（※）では平成３１年度には３，１７８

人となり、ピーク時の６９．０％まで減尐する見込みです。 

中学校の生徒数は、昭和４１年度の２，４１４人が最も多く、その後減尐に転じる

も昭和５７年度頃から徐々に増加し、昭和６２年度には２，３０７人と第二のピーク

を迎え、その後は年々減尐し、平成２５年度は１，８７５人となりピーク時の７７．

７％となりました。推計では平成３１年度に１，６２５人、平成３７年度には１，５

１３人となり、ピーク時の６２．７％まで減尐すると見込まれます。 

 

（※）推計…平成２４年度の出生数に基づき、社会増減を含めず算出したもの。 

小学校は３１年度まで、中学校は３７年度まで推計。 

 

 

 

 

〈児童数の推移グラフ〉 
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２ 学校及び学級数の現状と推移 

（１）小学校の現状と推移 

小学校の学級数は、昭和４１年度が９６学級（１学級４５人）、学校の新設に伴

い平成９年度に１４３学級（１学級４０人）とピークを迎え、平成２５年度には１

２９学級（１・２年生３５人、他学年４０人）となっています。 

学校規模（Ｐ４参照：  参 考  法令による学校規模）より本市の小学校を見る

と、平成９年度のピーク時には適正規模校が４校、統合の場合の適正規模校が２校、

小規模校が６校となっています。 

平成２５年度は、適正規模校が５校、小規模校が５校、過小規模校が２校となり

ます。経過的にみると小規模校においては学級数の急激な変化は見られず、適正規

模校においては減尐傾向にあります。 

国の学級編制基準のまま移行すると、平成３１年度の総学級数は１１７学級とな

る見込みです。適正規模校は４校に減尐し、全小学校１２校の内小規模６校、過小

規模２校となり、小規模化がさらに進む見込みです。 

【小学校の学級数による学校規模の分類】 

年

度 

学校 

規模 
過小規模 小規模 

統合の場合の適正規模 
大規模 

過大 

規模 適正規模  

総学級数 1～5 6～11 12～18 19～24 25～30 31以上 

 

9

年

度 

 

ピーク時 

 

143学級 

 

 

 

 

吉田東小(6) 

吉田西小(6) 

国分寺西小(6) 

細谷小(6) 

石橋北小(7) 

古山小（11） 

薬師寺小(12) 

国分寺東小(12) 

国分寺小(17) 

祇園小(18) 

 

 

緑小(20) 

石橋小（22） 

 

  

 

25

年

度 

 

現 状 

 

129学級 

 

細谷小(4) 

国分寺西小(5) 

 

吉田東小(6) 

吉田西小(6) 

石橋北小(7) 

薬師寺小(11) 

緑小(11) 

 

国分寺東小(12) 

古山小(16) 

祇園小(16) 

石橋小(17) 

国分寺小(18) 

   

31 

年

度 

 

推 計 

 

117学級 

 

細谷小(4) 

国分寺西小(4) 

 

吉田東小(6) 

吉田西小(6) 

石橋北小(8) 

薬師寺小(10) 

緑小(10) 

国分寺東小(11) 

祇園小(14) 

古山小(13) 

石橋小(14) 

国分寺小(18) 
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（２）中学校の現状と推移 

中学校の学級数は昭和４１年度が５５学級（１学級４５人）、ピークが平成１

５年度の６１学級（１学級１年生３５人、他学年４０人）、平成２５年度が６１

学級（１学級３５人）となっています。推計によると平成３１年度では５２学級、

平成３７年度が５１学級で、将来的には減尐する傾向にあり、適正規模校が２校、

小規模校が２校となる見込みです。 

 

【中学校の学級数による学校規模の分類】 

年

度 

学校 

規模 
過小規模 小規模 

統合の場合の適正規模 
大規模 過大規模 

適正規模  

総学級数 1～5 6～11 12～18 19～24 25～30 31 以上 

15

年

度 

ピーク時 

61 学級 
 

南河内中(9) 

 

南河内第二中(18) 

国分寺中(15) 

石橋中(19) 

 

  

25

年

度 

現 状 

61 学級 
 

南河内中(9) 

 

南河内第二中(16) 

国分寺中(17) 

 

石橋中(19)   

31

年

度 

推 計 

52 学級 
 

南河内中(7) 

 

南河内第二中(12) 

国分寺中(14) 

石橋中（19） 

 

  

37

年

度 

推 計 

51 学級 
 

南河内中(8) 

南河内第二中

(11) 

国分寺中(15) 

石橋中（17） 

   

 

 

法令による学校規模 

 

学校規模は、学校教育法施行規則第４１条において「小学校の学級数は１２学級以上１８学

級以下を標準」とし、第７９条ではこの規定を中学校にも準用すると規定されています。 

義務教育諸学校の施設費の国庫負担等に関する法律施行令第４条においては、適正な学校規

模の条件として「学級数がおおむね１２学級から１８学級までであること」と規定され、統合

する場合は「２４学級まで」とされています。 

また、旧文部省助成課資料「これからの学校施設づくり」（昭和５９年）では、次のとおり学

校規模を分類しています。 

 

学校 

規模 
過小規模 小規模 

統合の場合の適正規模 
大規模 

過大 

規模 適正規模  

学級数 １～５ ６～１１ １２～１８ １９～２４ ２５～３０ ３１以上 

 

参 考 

30255
テキストボックス
-4-




３ 小規模特認校の現状 

小規模特認校とは、平成９年に文部省(現文部科学省)が「通学区域制度の弾力的

運用」の一つとして、児童生徒数の尐ない小・中学校で通学区域の制限を外して自

由な通学を認めた学校のことをいいます。 

下野市内では、旧石橋町において、平成１０年１月６日付けで「通学区域に関す

る規則（教育委員会規則第１号）」が制定され、平成１０年度から施行し、石橋町

立細谷小学校（現下野市立細谷小学校)が小規模特認校として認定されました。そ

して、合併後は通学区域を下野市内全域に広げています。 

 

４ 通学路の現状 

学校教育法施行規則等において、学校は教育上適切な環境に位置し、その標準的

な通学距離は、小学校が概ね４㎞、中学校が６㎞以内とされており、国は地域の実

情に応じて柔軟な対応を求めています。本市の各小・中学校においては、通学区域

の大小及び通学距離の長短はありますが、概ね国の示す標準内にあります。 

  また、通学に関して児童の安全を脅かすものは多様であり、特に危険性が高く地

域を分断しているのは、次のような地理的条件があります。 

 

①鉄道（JR宇都宮線） 

②交通量の多い幹線道路（国道４号、新４号国道、国道３５２号、県道羽生田上

蒲生線、県道下野壬生線） 

③大きな河川（姿川、田川） 

 

５ 学校施設の現状 

  学校施設は子どもたちが学習し生活する場であるとともに、地域住民の学習や交

流の場にもなっており、さらに災害時には地域の避難所にもなることから、安全で

安心な学校環境づくりを第一に考え、耐震化事業を実施してきました。その結果、

全校舎の耐震化が完了し、体育館についても１施設を残すのみとなっています。 

校舎の大規模改修工事については、築年数が約４０年前後の施設を対象に実施し

ています。 
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６ 適正配置に関する課題 

（１）学校規模から見た課題 

 

本市の小学校においては、小規模化が進み複式学級が存在する過小規模校が２校

あります。児童数の減尐に伴い、将来的には小規模校の中から過小規模校へ移行す

る学校の出現が予想されます。 

小規模校においては、尐人数ゆえに一人ひとりの活動の機会が多いという反面、

児童間の交流が限られ、多様なものの見方が出来なくなったり、また人間関係が固

定化・序列化することで尐数の意見が団体行動を規制したりする傾向があります。 

さらに、過小規模校においては、複式学級による体育・音楽といった集団活動に

困難をきたすおそれがあります。 

これらの課題が学校教育に及ぼす影響は多大であり、その解消に向けた取り組み

が急務となっています。 

 

（２）通学路から見た課題 

 

通学路の安全確保の観点から、鉄道・交通量の多い幹線道路・大きな河川を横断

しないよう変更することが望ましいと考えますが、この通学区域の検討・調整を行

う際には、各校の歴史と深い関係にある地域社会の意見が反映される傾向にあるこ

とを、考慮する必要があります。 

教育の機会均等の理念に基づき、暫定的に実施されている「通学区域が重なって

いる地域」は、早急に解消されることが望ましいと考えます。 

 

（３）学校施設から見た課題 

  

安全で安心な学校環境を存続するため、耐震化と大規模改修工事を推進してきま

したが、今後は、耐用年数の経過した学校施設の改築を適宜進める必要があります。

尐子化の状況下、校舎の改築を行う場合には、限られた財源を有効活用し、効率的

に実施する必要があります。そのためには、学校施設の建築経過年数を踏まえ、校

舎の建替え等を考慮した適正配置の検討が必要となります。 

また、校舎が隣接し校庭が狭隘な学校もあることから、長期的にはその対応につ

いての検討も必要になります。 
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第３章 適正配置に関する基本的な考え方 

 

１ 学校の規模 

（１）望ましい学校の規模 

 

①下野市における望ましい学校規模 

学校規模については、学校教育法施行規則第４１条において、「小学校の学級数

は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。」とあり、中学校についても同規則

７９条において小学校の規定を準用するとされています。 

また、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令第４条で、こ

れを「適正な規模」としています。本市においても、法令や先に実施したアンケー

ト（下野市学校適正配置検討におけるアンケート調査：平成２１年度実施）の結果

等を勘案し、下野市の望ましい適正規模は下記のとおりとします。 

 

◎学校の望ましい適正規模 

 

         【学級数】 １学年    ２～３学級 

                 １学校  １２～１８学級 

  

           【学級数】 １学年    ４～６学級 

                 １学校  １２～１８学級 

 

 

②適正規模についての考え方 

小学校は、全学年でのクラス替えやグループ学習・特別活動の編成がスムーズで、

学年に複数の教員が配置できる１２学級以上、児童一人ひとりの個性の伸長、個に

応じた適切な教育を行いやすい１８学級以下が望ましいと考えます。   

中学校においても、全学年で多様なクラス替えが可能で、教科担任制の中で主要

５教科に複数の教科担当が配置できる１２学級以上、生徒一人ひとりの個性を把握

しやすく、適切な教育・指導が行いやすい１８学級以下が望ましいと考えます。 

 

 

 

 

 

小学校 

中学校 
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（２）適正配置の方法 

小規模校や過小規模校においては、年ごと或いは学年ごとに複式学級が見込まれ、

学校教育の根幹である「集団の中で多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切

磋琢磨することで、一人ひとりの資質や能力を引き出す」といったことが生かされ

にくくなることから、統廃合を見据えた適正規模に取り組みます。 

また、段階的な移行手段として地域住民の意向も踏まえながら、複式学級のある

過小規模校においては小規模特認校制度を導入するなど、児童数の増加を促します。 

なお、小規模中学校については「学校適正配置答申」で示されたとおり、当面は

現状のままとし、適正規模化についての検討からは除外しますが、将来的にはその

あり方について検討します。 

 

２ 学校の通学路 

（１）適正な通学距離 

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令第４条において、

標準的な通学距離が下記のとおりとされています。 

本市の小・中学校においては、全てこの範囲内に収まっているため、基本計画

における適正通学距離の定義は、基本的に法令に準拠することとします。 

 

◎適正通学距離   小学校…概ね４㎞以内   中学校…概ね６㎞以内 

 

 

（２）通学路の安全確保 

通学路の安全確保は、児童・生徒の生命に直結することであり、特に身体的・精

神的に未熟な児童にとっては、学校教育上、特段の配慮が求められる事項と考えら

れます。従って、危険箇所の回避及び通学距離の短縮を図るため、通学区域の変更

を行うものとします。 

 

◎通学路の安全確保を図るための通学区域の変更 

 

 

３ 学校適正配置の対象校 

学校適正配置の対象校は、市内小学校のうち、適正規模校を除く小規模校及び過小

規模校とします。なお、将来的に単学級で児童の尐ない学級の増加が懸念される学校

（学校区）及び、通学路の安全確保が必要とされる地域の学校も対象とします。 
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第４章 適正配置に関する具体的取り組み 

 

１ 望ましい学校規模に向けた取り組み 

（１）過小規模校の解消を目指す学校 

 

①細谷小学校における小規模特認校制度の推進 

 

 

 

当面の取り組みとしては、小規模特認校制度による特色ある学校づくりを、学校と

教育委員会が一体となり、保護者はもとより地域住民と共に、より具体的な方策を決

定し推進していきます。 

 

〈学校の取り組み〉 

○小規模特認校の周知を図るため、ホームページの活用や募集チラシの配付等を積極

的に行います。 

○小規模特認校の理解を深めていただくよう、日常的に学校の開放を行います。 

○保護者の協力も得ながら、特色ある学校づくりを推進して行きます。 

 

〈教育委員会の取り組み〉 

○市の広報誌やホームページ等のメディアを活用し、小規模特認校の周知を図ります。 

○学校と共に未就学児童の保護者に対し、募集要項を配付する等小規模特認校のＰＲ

を行います。 

○学校から提案された「特色づくり」を共に検討し、受け入れ体制の支援を行います。 

 

 

 

長期的な取り組みとしては、平成１０年度から指定を受けている小規模特認校とし

ての活動実績に加え、上記の実施状況を踏まえて、存続又は統合についての検討を行

います。 

 

〈学校の取り組み〉 

○柱となる教育方針を定め、長期的に実施継続していきます。 

○特色づくりについての効果等について検証を行います。 

○新たな教育活動の取り組みについて、地域の意見を取り入れて推進します。 

当面の取り組み 

長期的な取り組み 
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〈教育委員会の取り組み〉 

○小規模特認校制度の実施状況を定期的に検証します。 

○定期的な検証に合わせ地域と協議し、存続又は統合を検討していきます。 

 

 

【細谷小学校における児童数・学級数の推移】             は複式学級 

 （単位：人） 

年

度 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 

25 5 5 2 6 3 7 28 

26 4 5 5 2 6 3 25 

27 10 4 5 5 2 6 32 

28 7 10 4 5 5 2 33 

29 5 7 10 4 5 5 36 

30 2 5 7 10 4 5 33 

31 8 2 5 7 10 4 36 

 

      （ ）は複式学級数          （単位：学級） 

年

度 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

学級数 学級数 学級数 学級数 学級数 学級数 学級数 

25 1 1 (1) (1) 4 

26 1 1 (1) (1) 4 

27 1 1 (1) (1) 4 

28 1 1 (1) (1) 4 

29 1 1 (1) (1) 4 

30 (1) 1 1 (1) 4 

31 1 (1) 1 (1) 4 

※複式学級は国の現行学級編成基準 16人（小１を含む場合は8人以下）による。 
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②国分寺西小学校における小規模特認校制度の導入 

 

 

 

当面の取り組みとしては、小規模特認校制度の導入により通学区域外からの児童を

受け入れ、当校のメリットを生かした特色ある学校づくりを、学校・保護者・地域・

行政が連携協力して推進し、複式学級の解消を目指します。 

特色ある学校づくりについては、学校が中心となり、教育委員会においてもバック

アップを行い、地域と共に具体的方策を検討していきます。 

 

〈学校の取り組み〉 

○特色ある学校づくりについて、保護者・地域・行政と協議し、具体的な教育方針を

決定します。 

○小規模特認校の周知を図るため、ホームページの活用や募集チラシの配付等を積極

的に行います。 

○小規模特認校への理解を深めていただくよう、日常的に学校の開放を行います。 

 

〈教育委員会の取り組み〉 

○市の広報誌やホームページ等のメディアを活用し、小規模特認校の周知を図ります。 

○学校と共に未就学児童の保護者に対し、募集要項を配付する等小規模特認校のＰＲ

を行います。 

○学校から提案された「特色づくり」を共に検討し、受け入れ体制の支援を行います。 

 

 

 

長期的な取り組みとしては、小規模特認校制度が導入された後の実施状況を踏まえ

て、長期的見地から将来像の検討を行います。 

 

〈学校の取り組み〉 

○柱となる教育方針を定め、長期的に実施継続していきます。 

○特色づくりについての効果等について検証を行います。 

○新たな教育活動の取り組みについて、地域の意見を取り入れて推進します。 

 

 

当面の取り組み 

長期的な取り組み 
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〈教育委員会の取り組み〉 

○小規模特認校制度の実施状況を踏まえながら、将来を見据えた学校教育の方向性を

地域と協議し、定期的に検証します。 

 

 

【国分寺西小学校における児童数・学級数の推移】           は複式学級 

（単位：人） 

年

度 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 

25 9 8 5 10 15 15 62 

26 4 9 8 5 10 15 51 

27 7 4 9 8 5 10 43 

28 1 7 4 9 8 5 34 

29 5 1 7 4 9 8 34 

30 6 5 1 7 4 9 32 

31 4 6 5 1 7 4 27 

 

（ ）は複式学級数         （単位：学級） 

年

度 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

学級数 学級数 学級数 学級数 学級数 学級数 学級数 

25 1 1 (1) 1 1 5 

26 1 1 (1) 1 1 5 

27 1 1 1 1 (1) 5 

28 (1) (1) (1) 3 

29 (1) (1) 1 1 4 

30 1 1 (1) (1) 4 

31 １ １ (1) (1) 4 

※複式学級は国の現行学級編成基準 16人（小１を含む場合は8人以下）による。 

 

 

 

 

 

 

30255
テキストボックス
-12-




（２）将来的に小中一貫教育の推進を図る学校区 

南河内中学校区における小規模校の小中一貫教育の推進 

 

「学校適正配置答申」で提案された通学区域については、地域の意見を踏まえて変

更は行わないものとします。なお、小規模校である薬師寺小学校・吉田東小学校・吉

田西小学校の３校においては、地域のまとまりを重視した中学校区単位での学校のあ

り方や教育環境について、協議を進めていきます。 

 

 

 

当面の取り組みとしては、３つの小学校が南河内中学校区であるという特性を生か

し、小中連携教育としての交流事業等を進めます。 

 

〈学校の取り組み〉 

○３小学校間の交流事業を増やし、小学校間の連携を積極的に進めます。 

○小・中学校間の交流授業を計画的に行い、小中連携教育の充実に努めます。 

〈教育委員会の取り組み〉 

○小中連携教育が円滑に推進できるよう、指導及び支援を行います。 

 

 

 

長期的な取り組みとしては、小中連携教育の実施状況及び地域の意見を踏まえ、教

育振興に関する協議会を設置して、南河内中学校との小中一貫校を視野に入れた薬師

寺小学校・吉田東小学校・吉田西小学校の学校のあり方を検討します。 

 

〈学校の取り組み〉 

○義務教育９年間を見通し、児童生徒の発達段階に応じた活動や合同学習等を実施し、

更なる研究を進めていきます。 

○小・中学校の教員交流や合同研修会を推進し、小中一貫教育についての研究を行い

ます。 

〈教育委員会の取り組み〉 

○教育振興に関する協議会を設置し、関係委員を交えて小中一貫教育について検討し、

その方向性を示します。 

 

 

当面の取り組み 

長期的な取り組み 
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２ 安全の実現に向けた取り組み 

（１）通学路の安全確保を図るため、通学区域を見直す地区 

小金井上町地区（ＪＲ宇都宮線東側）については、ＪＲ宇都宮線により国分寺小

学校の通学区域が分断されている現状を踏まえ、児童の安全を確保すると共に通学

の利便性を図るため、国分寺小学校から緑小学校へ通学区域を変更します。 

ただし、上町自治会や育成会が分断される等、地域に及ぼす影響も多大であるた

め、経過措置として保護者の申出により国分寺小学校を選択できるものとします。 

 

 

（２）重なっている通学区域を見直す地区 

石橋上町地区の通学区域が重なっている地域については、自治会の班が分断され

るなど、地域への影響が多大であるため、当分の間は現状のままとし、地区の学齢

人口の推移や石橋小学校及び古山小学校への通学状況を見極めながら、地域や保護

者との協議を進めていきます。 

 

 

３ 施設環境の改善に向けた取り組み 

国分寺小学校と国分寺中学校については、校庭が狭隘であり建築年数もそれぞれ

４７年、３４年とかなりの年数が経過しています。 

今後は、「学校適正配置答申」で示された留意点（下記参照：  参 考  学校適

正配置答申のＰ１５で示された留意点）を踏まえ、長期的な観点から国分寺小学校

と国分寺中学校を中心とした施設環境づくりの検討を行っていきます。 

 

 

 

       学校適正配置答申のＰ１５で示された留意点 

 

① 国分寺小学校は、国分寺中学校と校地が隣接する。しかし、両校とも校地の形状が悪くそ

の上全体的に狭隘である。故に、国分寺小と国分寺西小との統合では広い校地を近接地を含

めた適当な場所に確保し、統合校として新設することが望ましい。 

 

② 上記の場合、国分寺小跡地は国分寺中の校地とし、中学生の校舎外活動が十分可能な校庭

を確保する。 

 

 

 

参 考 
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第５章 望ましい学校規模等の実現を進める上での留意事項 

 

１ 関係者の理解 

保護者をはじめ、学校に関係する方々に基本計画の説明・協議を行い、実施につい

ての理解を求めていきます。 

 

２ 関係者の主体的な参加 

児童のより良い教育環境を創出することを前提に、必要に応じて検討できる仕組み

をつくり、関係者の主体的な参加を求めていきます。 

 

３ 計画の見直し 

今後、予測できない社会情勢や人口推移、学級編成基準の見直し、教育制度改革な

ども想定されることから、保護者、地域住民のニーズ等も充分考慮し、必要に応じて

当計画を見直すことができるものとします。 
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下野市学校適正配置基本計画策定委員会設置要綱 

平成２４年６月１８日 

教育委員会訓令第２号 

（設置） 

第１条 この訓令は、下野市立小学校及び中学校の教育環境を整備し、より充実し

た学校教育の実現を図ることを目的とした下野市学校適正配置基本計画（以下「基

本計画」という。）の策定に関する事項について検討するため、下野市学校適正

配置基本計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について審議する。 

（１） 基本計画の策定に関すること。 

（２） 基本計画の策定に必要な調査及び検討に関すること。 

（３） 前２号に定めるもののほか、基本計画の策定に関し必要な事項に関する

こと。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長、委員及び参与をもって組織する。 

２ 委員長は教育長を、副委員長は教育次長をもって充てる。 

３ 委員は、別表第１に掲げる者をもって充てる。 

４ 参与は、別表第２に掲げる者をもって充てる。 

（委員長等の職務） 

第４条 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その

職務を代理する。 

３ 参与は、計画策定に関する基本方針を審議する。 

（任期） 

第５条 委員及び参与（以下「委員等」という。）の任期は、基本計画の策定まで

とし、終了した時に委員会を解散する。 

２ 委員等に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会議） 
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第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集する。 

２ 参与は、委員長が必要と認めた会議に出席する。 

３ 委員長は、会議の議長となる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に関係者を出席させることができ

る。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、教育委員会事務局教育総務課において処理する。 

（その他） 

第８条 この訓令に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員長が別に

定める。 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年４月１８日教委訓令第１号） 

 この訓令は、公布の日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

教育総務課長 学校教育課長 生涯学習課長 文化課長 スポーツ振興課長 教育

総務課長補佐 学校教育課長補佐 

別表第２（第３条関係） 

（平２５教委訓令第１・全改） 

教育委員 小中学校長会会長 小中学校長会副会長 小学校長会の代表３人 
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№ 役職名 氏   名 備   考

1 委員長 　 古口　紀夫

2 副委員長    鶴見　忠造

3 委　員 　 大橋　孝治

4 委　員    川俣　廣美

5 委　員    黒川　　弘

6 委　員    蓬田　　敏

7 委　員    渡辺　房男

8 委　員 　 石島　正光

9 委　員    増渕　晴美

10 参　与    永山　伸一

11 参　与    川口　桂子

12 参　与 　 前原　　久

13 参　与    三橋　明美

14 参　与    新村　純一 　国分寺中

15 参　与    高橋　京助 　国分寺東小

16 参　与    村石　美知子 　薬師寺小

17 参　与 　 上野　保久 　石橋小

（敬称略）

平成２４年度下野市学校適正配置基本計画策定委員会委員名簿

所    属

　　教育委員会教育長

　　教育委員会教育次長

　　教育総務課長

　　学校教育課長

　　教育総務課長補佐

　　生涯学習課長

　　文化課長

　　教育委員会委員

　　小中学校長会長

　　小中学校長会副会長

　　小学校長会代表

　　小学校長会代表

　　スポーツ振興課長

　　学校教育課長補佐

　　教育委員会委員長

　　教育委員会職務代理

　　教育委員会委員
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№ 役職名 氏   名 備   考

1 委員長 　 古口　紀夫

2 副委員長 　 鶴見　忠造

3 委　員 　 野澤　　等

4 委　員 　 川俣　廣美

5 委　員 　 川中子　保夫

6 委　員 　 蓬田　　敏

7 委　員    渡辺　房男

8 委　員    石島　正光

9 委　員 　 福田　一也

10 参　与    永山　伸一

11 参　与 　 川口　桂子

12 参　与 　 前原　　久

13 参　与 　 三橋　明美

14 参　与    鈴木　伸一 　国分寺小

15 参　与 　 横島　清 　南河内第二中

16 参　与 　 村石　美知子 　薬師寺小

17 参　与 　 上野　一成 　細谷小

18 参　与 　 田熊　克己 　国分寺西小

（敬称略）

平成２５年度下野市学校適正配置基本計画策定委員会委員名簿

所    属

　　教育総務課長

　　教育委員会教育長

　　教育委員会教育次長

　　学校教育課長

　　生涯学習課長

　　文化課長

　　スポーツ振興課長

　　教育総務課長補佐

　　学校教育課長補佐

　　小中学校長会副会長

　　小学校長会代表

　　小学校長会代表

　　小学校長会代表

　　教育委員会委員長

　　教育委員会職務代理

　　教育委員会委員

　　教育委員会委員

　　小中学校長会長
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下野市学校適正配置基本計画策定委員会審議経過 

Ｈ２４年度 

開 催 日 
会 議 主 な 審 議 内 容 

７月１１日 
第１回 

部内会議 

○下野市学校適正配置基本計画策定委員会設置要綱について 

○基本計画策定委員について 

○下野市学校適正配置検討委員会の答申概要について 

○市内小中学校の現状について 

・現在の児童生徒数・学級数について 

・今後の児童生徒数の推移について 

○今後のスケジュールについて 

８月２７日 
第２回 

部内会議 

○答申内容 PTA説明会の概要について 

○基本計画策定に伴う検討項目について 

○基本計画骨子（案）について 

○今後の進め方について 

９月２０日 
第１回 

全体会議 

○下野市学校適正配置基本計画策定委員会設置要綱について 

○市内小中学校の現状について 

・現在の児童生徒数・学級数について 

・今後の児童生徒数の推移について 

○答申内容 PTA説明会の概要について 

○今後の進め方について 

・実態調査について 

・推進上の課題について 

１２月２０日 
第２回 

全体会議 

○学校適正配置に係る経過報告について 

○児童の通学等に関する実態調査結果について 

○通学区域・学校適正配置に係る懇談会の結果について 

○小・中学校の適正規模について 

○今後の進め方について 

・通学区域の変更について 

（南河内地区、石橋上町地区、小金井上町地区） 

・過小規模校の統廃合について 

（細谷小、国分寺西小） 

１月９日 
第３回 

部内会議 
○学校適正配置に係る今後の方向性について 

１月１７日 
第３回 

全体会議 

○小・中学校の適正規模について 

○学校適正配置に係る今後の方向性について 

３月１２日 
第４回 

部内会議 

○学校適正配置に係る今後の方向性について 

○下野市学校適正配置基本計画骨子（素案）について 

３月２１日 
第４回 

全体会議 

○下野立小学校通常学級の推移について 

○学校適正配置に係る今後の方向性について 

○下野市学校適正配置基本計画骨子（素案）について 

30255
テキストボックス
-5-




Ｈ２５年度 

開 催 日 
会 議 主 な 審 議 内 容 

４月１０日 
第５回 

部内会議 
○下野市学校適正配置基本計画骨子（素案）について 

４月１８日 
第５回 

全体会議 

○下野市学校適正配置基本計画策定委員会設置要綱について 

○下野市学校適正配置基本計画骨子（素案）について 

○下野市学校適正配置基本計画策定タイムスケジュールについて 

５月８日 
第６回 

部内会議 
○下野市学校適正配置基本計画骨子（素案）について 

５月１６日 
第６回 

全体会議 
○下野市学校適正配置基本計画骨子（素案）について 

８月１２日 
第７回 

部内会議 

○下野市学校適正配置基本計画骨子説明会の状況報告について 

○下野市学校適正配置基本計画作成内容について 

○今後のスケジュールについて 

８月２０日 
第７回 

全体会議 

○下野市学校適正配置基本計画骨子説明会の状況報告について 

○下野市学校適正配置基本計画（素案）について 

○今後のスケジュールについて 

８月２６日 
第８回 

部内会議 
○下野市学校適正配置基本計画（案）について 

８月２８日 
第８回 

全体会議 
○下野市学校適正配置基本計画（案）について 

１１月１３日 
第９回 

部内会議 

○パブリックコメントの報告について 

  （パブリックコメント募集期間：１０月１日～３１日） 

○下野市学校適正配置基本計画（案）の検討について 

１１月２１日 
第９回 

全体会議 

○パブリックコメントの報告について 

  （パブリックコメント募集期間：１０月１日～３１日） 

○下野市学校適正配置基本計画（案）の検討について 
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下野市学校適正配置基本計画骨子説明会経過 

開催月日 Ｈ２５年度説明会対象地区 

６月２８日 吉田西小学校 PTA 

７月 ９日 石橋上町自治会 

７月２２日 薬師寺小学校 PTA 

７月２３日 吉田東小学校 PTA 

７月２６日 細谷小学校 PTA・未就学児保護者 

７月２９日 小金井上町自治会・育成会 

 ７月３０日※ 国分寺西小学校 PTA・未就学児保護者 

７月３１日 細谷小学校自治会・育成会 

８月 １日 国分寺西小学校自治会・育成会 

８月 ２日 吉田西小学校自治会・育成会 

８月 ５日 薬師寺小学校自治会・育成会 

８月 ６日 吉田東小学校自治会・育成会 

 

※８月１日の説明会に統合して開催 
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下野市立小中学校の通学区域に関する規則 

平成２５年７月２５日 

                          教育委員会規則第１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、下野市立小中学校の通学区域（以下「通学区域」という。）

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（通学区域） 

第２条 通学区域は、原則として別表のとおりとする。 

 （就学指定校） 

第３条 学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号。以下「令」という。）

第５条第２項の規定により下野市教育委員会が指定する就学すべき学校（令第

６条において準用する場合を含む。以下「就学指定校」という。）は、原則と

して児童又は生徒（以下「児童等」という。）の保護者が居住する通学区域の

小中学校とする。 

（就学指定校の変更） 

第４条 児童等の保護者が、当該児童等を令第８条の規定に基づき就学指定校以

外の小中学校に就学させようとするとき、又は令第９条に基づく区域外就学を

させようとするときは、下野市就学指定校変更に関する事務取扱要綱（平成２

１年下野市教育委員会告示９号）により行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、児童の保護者が、下野市教育委員会の指定する小

規模特認校に就学させようとするときは、下野市立小学校小規模特認校実施要

綱（平成２５年下野市教育委員会告示第９号）により行うものとする。 

（委任） 

第５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

30255
テキストボックス
-8-




２ この規則の施行の際現に改正前の下野市立小中学校の通学区域に関する規則

の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規則の相当の規定によ

りなされたものとみなす。 

 

別表（第２条関係） 

１ 小学校 

学校名 通学区域 

薬師寺小学校 下原、一丁目、二丁目、三丁目、四丁目、五丁目、六丁目、

日生団地、成田、町田上、町田下、谷地賀上、谷地賀下（箕

輪地区をのぞく。）、下文狭、東田中、西田中、地久目喜、

仁良川上、仁良川下の各自治会区域 

吉田東小学校 本吉田北、本吉田南、塚越、磯部、川島、上吉田、三王山、

鯉沼、谷地賀下（箕輪地区に限る。）の各自治会区域 

吉田西小学校 絹板、絹板台、台坪山、的場、上坪山、東根、西坪山の各

自治会区域 

祇園小学校 祇園町、西区、自治医大職員住宅の各自治会区域及び祇園

一丁目から祇園五丁目までの区域、医大前一丁目から医大

前四丁目までの区域 

緑小学校 緑一丁目から緑六丁目までの区域、烏ヶ森一丁目、烏ヶ森

二丁目 

石橋小学校 石橋上町、寿町、石町、旭町、本町、栄町、上大領、中大

領、東前原、下大領、入の谷、下石橋、富士見町、グンゼ

社宅、第１雇用団地の各自治会区域 

古山小学校 下古山、通古山、下長田、石橋上町、第２雇用団地の各自

治会区域 
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細谷小学校 上台、細谷、橋本の各自治会区域 

石橋北小学校 上古山、上原、若林の各自治会区域 

国分寺小学校 駅前、仲町、小金井上町、関根井、小金井北、笹原、箕輪、

川東、泉町、鈴苅町、川北、川南、下町の各自治会区域 

国分寺西小学校 川西、南国分、国分１、国分２、国分３、紫の各自治会区

域 

国分寺東小学校 柴南１、柴南２、柴南３、柴南４、柴南５、柴南６、旭ケ

丘、日出町、柴北１、柴北２、柴北３、柴北４、丸野町、

駅東の各自治会区域 

２ 中学校 

南河内中学校 薬師寺・吉田東・吉田西小学校区域 

南河内第二中学校 祇園・緑小学校区域 

石橋中学校 旧石橋町の区域 

国分寺中学校 旧国分寺町の区域 
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下野市立小学校小規模特認校実施要綱 

                         平成２５年７月２５日 

                         教育委員会告示第９号 

 （趣旨） 

第１条  この告示は、下野市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が特色

ある教育活動を推進している特定の過小規模小学校を小規模特認校に指定し、

下野市立小中学校の通学区域に関する規則（平成２５年下野市教育委員会規則

第１号）第４条第２項の規定による小規模特認校への就学に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

 （小規模特認校）                                                                                                                                                               

第２条  次の小学校を小規模特認校に指定する。 

（１） 細谷小学校  

（２） 国分寺西小学校 

 （対象児童） 

第３条  小規模特認校に就学することができる児童は、当該小規模特認校の通学

区域外の就学予定者及び下野市内の小学校に就学する全学年の在校生（以下「対

象児童」という。）とする。 

（就学時期及び就学期間） 

第４条 小規模特認校に就学する時期は、毎年４月１日とする。ただし、教育委

員会が特に認める場合はこの限りではない。 

２ 小規模特認校に就学する児童（以下「就学児童」という。）は、当該小規模特

認校に就学した日以後１年以上の期間について当該小規模特認校に就学するも

のとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、教育委員会は、就学児童又はその保護者の事情に

より当該小規模特認校への就学が困難となった場合は、当該小規模特認校の校

長と協議の上、令第５条第２項の規定により就学すべき小学校を指定するもの

とする。 

 （就学の申請） 

第５条 小規模特認校に就学を希望する対象児童の保護者（以下「保護者」とい

う。）は、小規模特認校就学申請書（様式第１号）を教育委員会に提出しなけれ
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ばならない。 

（就学の許可等） 

第６条 教育委員会は、前条の規定により就学の申請があったときは、当該申請 

 に係る小規模特認校の校長と協議の上、その内容を審査し、就学の可否につい

て決定するものとする。 

２ 教育委員会は、前項の規定により就学の可否を決定したときは、その結果に

ついて、小規模特認校就学許可通知書（様式第２号）又は小規模特認校就学不

許可通知書（様式第３号）をもって通知するものとする。 

 （遵守事項） 

第７条 前条の規定により就学の許可を受けた保護者は、次の事項を遵守するも

のとする。 

（１） 就学許可を受けた小規模特認校（以下「許可校」という。）が実施する 

  教育活動に賛同すること。 

（２） 就学児童の許可校への通学に当たっては、保護者の費用負担及び責任に 

おいて行うこと。 

（委任） 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の下野市立小中学校の通学区域の関する規則

第３条による行為は、下野市立小学校小規模特認校実施要綱第５条及び第６条

の規定によりなされた行為とみなす。 

附 則（平成２５年８月２０日教委告示第１１号） 

この告示は、公布の日から施行する。 
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薬師寺小 吉田東小 吉田西小 祇園小 緑小 石橋小 古山小 細谷小 石橋北小 国分寺小 国分寺西小 国分寺東小 合　　計 南河内中 南河内第二中 石橋中 国分寺中 合　　計

S41.5.1 1966 629 363 206 - 930 143 1,086 185 3,542 S41.5.1 1966 735 934 745 2,414

S42.5.1 1967 581 333 195 - - 905 - 138 - 1,065 176 - 3,393 S42.5.1 1967 730 - 856 725 2,311

S43.5.1 1968 551 297 183 - - 911 - 134 - 1,052 159 - 3,287 S43.5.1 1968 681 - 818 706 2,205

S44.5.1 1969 523 281 175 - - 960 229 132 - 1,013 152 - 3,465 S44.5.1 1969 641 - 771 711 2,123

S45.5.1 1970 514 252 155 - - 980 350 121 - 1,009 139 - 3,520 S45.5.1 1970 622 - 733 680 2,035

S46.5.1 1971 491 258 138 - - 1,026 360 115 - 1,027 132 - 3,547 S46.5.1 1971 581 - 709 624 1,914

S47.5.1 1972 483 231 130 - - 1,035 395 115 - 1,060 129 - 3,578 S47.5.1 1972 557 - 757 587 1,901

S48.5.1 1973 476 216 124 - - 1,040 432 111 - 1,049 120 - 3,568 S48.5.1 1973 486 - 761 582 1,829

S49.5.1 1974 479 224 127 - - 1,086 489 103 - 1,089 124 - 3,721 S49.5.1 1974 471 - 761 585 1,817

S50.5.1 1975 514 211 125 - - 1,071 521 95 - 1,118 128 - 3,783 S50.5.1 1975 442 - 741 583 1,766

S51.5.1 1976 516 200 125 - - 1,097 554 91 - 1,152 127 - 3,862 S51.5.1 1976 459 - 783 565 1,807

S52.5.1 1977 540 181 130 - - 1,115 613 92 - 1,245 132 - 4,048 S52.5.1 1977 448 - 816 573 1,837

S53.5.1 1978 570 174 130 - - 1,136 641 89 - 1,259 132 - 4,131 S53.5.1 1978 439 - 853 608 1,900

S54.5.1 1979 583 176 142 - - 1,185 701 80 - 1,308 134 - 4,309 S54.5.1 1979 391 - 796 613 1,800

S55.5.1 1980 602 157 155 - - 1,195 734 89 - 1,354 139 - 4,425 S55.5.1 1980 401 - 829 638 1,868

S56.5.1 1981 632 160 155 - - 1,174 466 97 318 776 141 615 4,534 S56.5.1 1981 415 - 823 640 1,878

S57.5.1 1982 635 158 162 - - 1,146 487 103 323 770 129 629 4,542 S57.5.1 1982 446 - 915 664 2,025

S58.5.1 1983 648 164 167 - - 1,115 505 110 328 725 130 613 4,505 S58.5.1 1983 423 - 977 732 2,132

S59.5.1 1984 636 182 163 - - 1,077 490 110 338 688 127 581 4,392 S59.5.1 1984 437 - 1,004 764 2,205

S60.5.1 1985 640 182 156 - - 1,050 473 125 328 663 127 554 4,298 S60.5.1 1985 451 - 1,025 800 2,276

S61.5.1 1986 630 185 154 - - 967 455 119 341 635 124 518 4,128 S61.5.1 1986 466 - 1,022 791 2,279

S62.5.1 1987 612 181 155 - - 946 414 115 334 603 113 467 3,940 S62.5.1 1987 478 1,046 783 2,307

S63.5.1 1988 463 186 159 148 - 907 378 112 328 605 119 447 3,852 S63.5.1 1988 484 - 1,027 740 2,251

H1.5.1 1989 453 177 147 217 - 871 353 108 305 588 118 419 3,756 H1.5.1 1989 500 - 996 688 2,184

H2.5.1 1990 427 168 146 322 - 842 362 100 280 583 115 416 3,761 H2.5.1 1990 529 - 929 614 2,072

H3.5.1 1991 398 170 133 403 - 807 348 94 257 573 115 412 3,710 H3.5.1 1991 560 - 906 605 2,071

H4.5.1 1992 401 172 125 599 - 797 336 90 250 538 110 419 3,837 H4.5.1 1992 597 - 848 594 2,039

H5.5.1 1993 385 169 123 799 - 784 336 89 228 553 110 436 4,012 H5.5.1 1993 637 - 830 579 2,046

H6.5.1 1994 393 165 117 958 - 782 336 98 231 625 107 424 4,236 H6.5.1 1994 375 317 748 579 2,019

H7.5.1 1995 385 167 114 534 579 752 339 99 214 522 110 428 4,243 H7.5.1 1995 371 381 757 551 2,060

H8.5.1 1996 365 158 117 602 614 758 328 102 199 532 110 406 4,291 H8.5.1 1996 366 446 728 567 2,107

H9.5.1 1997 361 150 113 608 672 746 312 90 183 532 98 396 4,261 H9.5.1 1997 343 489 723 561 2,116

H10.5.1 1998 325 144 107 634 683 707 307 86 158 526 104 397 4,178 H10.5.1 1998 344 531 701 577 2,153

H11.5.1 1999 307 145 102 667 681 699 314 75 157 513 103 409 4,172 H11.5.1 1999 326 561 686 562 2,135

H12.5.1 2000 289 142 91 678 680 654 298 59 153 513 104 415 4,076 H12.5.1 2000 334 587 707 541 2,169

H13.5.1 2001 262 131 84 701 648 666 291 52 153 524 100 432 4,044 H13.5.1 2001 323 609 683 522 2,137

H14.5.1 2002 247 121 75 691 606 635 300 47 157 523 92 424 3,918 H14.5.1 2002 316 634 672 519 2,141

H15.5.1 2003 241 121 68 690 542 621 314 44 165 539 97 425 3,867 H15.5.1 2003 291 650 608 510 2,059

H16.5.1 2004 262 112 67 651 510 611 315 44 181 538 93 421 3,805 H16.5.1 2004 253 639 563 530 1,985

H17.5.1 2005 267 114 66 623 491 618 337 46 184 549 92 435 3,822 H17.5.1 2005 235 612 572 523 1,942

H18.5.1 2006 259 111 76 648 445 630 378 42 186 563 89 426 3,853 H18.5.1 2006 223 595 566 530 1,914

H19.5.1 2007 265 114 80 635 442 610 397 38 197 555 85 383 3,801 H19.5.1 2007 218 573 580 537 1,908

H20.5.1 2008 272 115 85 613 432 613 420 40 201 571 89 367 3,818 H20.5.1 2008 205 544 572 518 1,839

H21.5.1 2009 279 105 85 568 425 604 443 38 216 572 89 374 3,798 H21.5.1 2009 201 516 591 508 1,816

H22.5.1 2010 275 106 94 569 390 611 482 36 227 599 79 349 3,817 H22.5.1 2010 209 483 583 483 1,758

H23.5.1 2011 271 89 92 530 361 592 497 31 230 589 70 319 3,671 H23.5.1 2011 225 502 584 510 1,821

H24.5.1 2012 271 87 82 505 336 565 491 31 239 584 69 297 3,557 H24.5.1 2012 229 510 616 516 1,871

H25.5.1 2013 279 77 83 473 318 566 502 28 224 584 62 302 3,498 H25.5.1 2013 231 496 625 523 1,875

H26.5.1 2014 269 73 80 459 283 546 485 25 225 582 51 302 3,380 H26.5.1 2014 231 476 664 506 1,877

H27.5.1 2015 288 72 84 445 273 526 481 32 225 604 43 274 3,347 H27.5.1 2015 220 466 665 507 1,858

H28.5.1 2016 290 76 79 434 263 500 462 33 235 596 34 288 3,290 H28.5.1 2016 226 448 706 493 1,873

H29.5.1 2017 291 81 84 443 262 474 467 36 223 585 34 290 3,270 H29.5.1 2017 216 400 669 487 1,772

H30.5.1 2018 297 75 82 438 246 465 449 33 221 588 32 309 3,235 H30.5.1 2018 223 370 658 456 1,707

H31.5.1 2019 286 74 74 452 239 434 435 36 228 590 27 303 3,178 H31.5.1 2019 213 343 614 455 1,625

H32.5.1 2020 206 342 612 448 1,608

H33.5.1 2021 221 348 606 465 1,640

※Ｓ４１年度～Ｈ２５年度は５月１日現在の実児童生徒数。 H34.5.1 2022 232 354 616 463 1,665

※Ｈ２６年度以降はＨ２４年度の出生数に基づき、社会増減を含めず算出したもの。 H35.5.1 2023 250 363 588 461 1,662

H36.5.1 2024 233 336 562 464 1,595

H37.5.1 2025 202 337 517 457 1,513

小学校（市内１２校） 中学校（市内４校）

下野市立小・中学校児童・生徒数の推移

年 年
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薬師寺小 吉田東小 吉田西小 祇園小 緑小 石橋小 古山小 細谷小 石橋北小 国分寺小 国分寺西小 国分寺東小 合　　計 南河内中 南河内第二中 石橋中 国分寺中 合　　計

S41.5.1 1966 17 11 6 - - 23 - 6 - 27 6 - 96 S41.5.1 1966 16 - 22 17 55
S42.5.1 1967 18 10 6 - - 23 - 6 - 26 6 - 95 S42.5.1 1967 18 - 20 17 55
S43.5.1 1968 16 9 6 - - 23 - 6 - 25 6 - 91 S43.5.1 1968 15 - 19 17 51
S44.5.1 1969 15 8 6 - - 24 6 6 - 24 6 - 95 S44.5.1 1969 15 - 18 18 51
S45.5.1 1970 15 6 6 - - 24 6 6 - 24 6 - 93 S45.5.1 1970 15 - 17 17 49
S46.5.1 1971 14 8 6 - - 25 12 6 - 24 6 - 101 S46.5.1 1971 14 - 17 15 46
S47.5.1 1972 14 7 6 - - 25 12 6 - 25 6 - 101 S47.5.1 1972 13 - 19 15 47
S48.5.1 1973 14 7 6 - - 25 13 6 - 25 6 - 102 S48.5.1 1973 11 - 18 15 44

S49.5.1 1974 14 8 6 - - 26 13 6 - 26 6 - 105 S49.5.1 1974 11 - 19 16 46
S50.5.1 1975 15 8 6 - - 27 14 6 - 27 6 - 109 S50.5.1 1975 11 - 18 14 43
S51.5.1 1976 15 8 6 - - 26 15 6 - 28 6 - 110 S51.5.1 1976 12 - 19 14 45
S52.5.1 1977 16 7 6 - - 28 16 6 - 30 6 - 115 S52.5.1 1977 12 - 20 14 46
S53.5.1 1978 16 7 6 - - 27 17 6 - 30 6 - 115 S53.5.1 1978 11 - 21 15 47
S54.5.1 1979 17 8 6 - - 28 19 6 - 32 6 - 122 S54.5.1 1979 10 - 18 15 43
S55.5.1 1980 17 6 6 - - 29 18 6 - 34 6 - 122 S55.5.1 1980 10 - 20 16 46
S56.5.1 1981 17 6 6 - - 29 12 6 10 19 6 17 128 S56.5.1 1981 11 - 20 16 47
S57.5.1 1982 18 6 6 - - 28 14 6 11 19 6 18 132 S57.5.1 1982 12 - 22 16 50
S58.5.1 1983 18 7 6 - - 27 14 6 11 18 6 18 131 S58.5.1 1983 12 - 23 18 53
S59.5.1 1984 18 7 6 - - 26 14 6 12 18 6 16 129 S59.5.1 1984 12 - 24 18 54
S60.5.1 1985 18 6 6 - - 26 14 6 11 17 6 16 126 S60.5.1 1985 12 - 24 19 55
S61.5.1 1986 18 7 6 - - 25 13 6 12 17 6 15 125 S61.5.1 1986 12 - 24 18 54

S62.5.1 1987 18 6 6 - - 24 12 6 12 17 6 13 120 S62.5.1 1987 12 - 24 18 54

S63.5.1 1988 12 6 6 6 - 24 12 6 11 18 6 12 119 S63.5.1 1988 12 - 24 17 53
H1.5.1 1989 12 6 6 8 - 24 12 6 11 18 6 12 121 H1.5.1 1989 13 - 25 17 55
H2.5.1 1990 12 6 6 11 - 24 12 6 10 18 6 12 123 H2.5.1 1990 14 - 24 16 54
H3.5.1 1991 12 6 6 13 - 24 12 6 8 18 6 12 123 H3.5.1 1991 15 - 23 16 54
H4.5.1 1992 12 6 6 18 - 24 12 6 9 17 6 12 128 H4.5.1 1992 16 - 22 16 54
H5.5.1 1993 12 6 6 24 - 24 12 6 9 18 6 12 135 H5.5.1 1993 18 - 22 16 56
H6.5.1 1994 12 6 6 27 - 24 12 6 9 17 6 12 137 H6.5.1 1994 11 9 20 15 55
H7.5.1 1995 12 6 6 17 17 23 12 6 8 16 6 12 141 H7.5.1 1995 11 11 20 16 58
H8.5.1 1996 13 6 6 18 18 23 12 6 7 16 6 12 143 H8.5.1 1996 10 13 19 15 57
H9.5.1 1997 12 6 6 18 20 22 11 6 7 17 6 12 143 H9.5.1 1997 9 14 19 15 57
H10.5.1 1998 11 6 6 19 20 21 11 6 6 17 6 12 141 H10.5.1 1998 9 15 18 15 57
H11.5.1 1999 10 6 6 20 19 20 12 6 6 17 6 12 140 H11.5.1 1999 9 15 18 15 57
H12.5.1 2000 11 6 6 20 19 19 12 5 6 17 6 12 139 H12.5.1 2000 9 15 19 15 58

H13.5.1 2001 10 6 6 21 19 19 12 5 6 17 6 13 140 H13.5.1 2001 9 16 19 15 59
H14.5.1 2002 9 6 6 22 18 18 12 5 6 17 6 13 138 H14.5.1 2002 9 17 19 15 60
H15.5.1 2003 10 6 6 19 16 18 12 4 6 18 6 13 134 H15.5.1 2003 9 18 19 15 61
H16.5.1 2004 10 6 6 18 15 18 12 4 6 17 6 13 131 H16.5.1 2004 9 19 17 16 61
H17.5.1 2005 9 6 6 18 14 18 12 5 6 18 6 13 131 H17.5.1 2005 8 17 18 16 59
H18.5.1 2006 9 6 6 18 13 18 13 4 6 18 6 13 130 H18.5.1 2006 8 19 17 16 60
H19.5.1 2007 11 6 6 18 13 18 13 4 6 18 6 12 131 H19.5.1 2007 8 18 17 16 59
H20.5.1 2008 11 6 6 17 13 18 14 4 6 18 6 12 131 H20.5.1 2008 7 17 17 16 57
H21.5.1 2009 11 6 6 17 12 18 14 4 7 18 6 12 131 H21.5.1 2009 7 16 18 16 57
H22.5.1 2010 11 6 6 18 12 18 15 4 7 18 6 12 133 H22.5.1 2010 8 15 18 15 56
H23.5.1 2011 11 6 6 17 12 18 16 4 8 18 6 12 134 H23.5.1 2011 9 16 18 16 59
H24.5.1 2012 11 6 6 18 12 18 16 3 8 18 5 12 133 H24.5.1 2012 9 16 19 16 60
H25.5.1 2013 11 6 6 16 11 17 16 4 7 18 5 12 129 H25.5.1 2013 9 16 19 17 61
H26.5.1 2014 11 6 6 14 11 17 16 4 8 18 5 11 127 H26.5.1 2014 9 15 20 16 60

H27.5.1 2015 12 6 6 14 10 17 16 4 9 19 5 11 129 H27.5.1 2015 8 15 20 16 59
H28.5.1 2016 11 6 6 14 10 17 14 4 9 18 3 11 123 H28.5.1 2016 7 14 21 15 57
H29.5.1 2017 11 6 6 15 11 16 14 4 8 18 4 10 123 H29.5.1 2017 7 13 20 15 55
H30.5.1 2018 11 6 6 14 10 15 13 4 8 18 4 11 120 H30.5.1 2018 8 12 20 14 54
H31.5.1 2019 10 6 6 14 10 14 13 4 8 18 3 11 117 H31.5.1 2019 7 12 19 14 52

H32.5.1 2020 7 12 19 14 52
国の「学級編制の標準」変遷 H33.5.1 2021 7 12 18 15 52
第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次 第７次 　下野市では県の基準に準じて１学級の編成を下記のとおり運用。 H34.5.1 2022 8 12 18 15 53

34～38年度 39～43年度 44～48年度 49～53年度 55～3年度 5～12年度 13～17年度 　※小学校においてはＨ23年度（1年生35人、2～6年生40人）、 H35.5.1 2023 9 12 18 15 54
　　　Ｈ24年度以降は（1・2年生35人、3～6年生40人）で計算。 H36.5.1 2024 9 11 18 15 53
　※中学校においてはＨ17年度より全学年35人で計算。 H37.5.1 2025 8 11 17 15 51

下野市立小・中学校学級数の推移

小学校（市内１２校） 中学校（市内４校）

年 年

50人 45人 40人
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学校施設の耐震化・大規模改修状況 

学校名 棟 構造 階数 建築年月 面積㎡ 耐震 補強工事 大規模改修 備 考 

薬師寺小 

教室棟 Ｒ ３ S41.12 1,325 × ○H21 済 ○H23 済  

管理棟 Ｒ ３ S51.4 2,331 × ○H22 済 ○H24 済  

体育館 Ｓ ２ H14.1 1,150 ○    

給食室 Ｒ ２ H18.3 263 ○    

吉田西小 

教室棟 Ｒ ２ S43.3 873 × ○H22 済 ○H23 済  

管理棟 Ｒ ３ S59.2 1,117 ○    

体育館 Ｓ ２ H10.6 1,129 ○    

給食室 Ｒ １ H4.3 300 ○    

吉田東小 

教室棟 Ｒ ２ S44.3 1,075 × ○H21 済 ○H22 済  

管理棟 Ｒ ２ S63.3 1,150 ○    

体育館 Ｓ ２ H12.3 1,098 ○    

給食室 Ｒ １ H7.2 363 ○    

祇園小 

管理棟 Ｒ ２ S63.3 1,298 ○    

管理棟 Ｒ ２ H4.3 930 ○    

教室棟 Ｒ ３ S63.3 2,033 ○    

教室棟 Ｒ ３ H4.3 1,578 ○    

体育館 Ｓ ２ S63.3 1,152 ○    

給食室 Ｒ １ S63.3 173 ○    

緑小 

管理棟 Ｒ ３ H7.3 3,375 ○    

教室棟 Ｒ ２ H7.3 1,846 ○    

体育館 Ｓ ２ H7.3 1,298 ○    

給食室 Ｒ １ H7.3 209 ○    

石橋小 

教室棟 Ｒ ３ S48.2 2,028 × ○H18 済 ○H18 済  

管理棟 Ｒ ３ S49.3 3,812 × ○H19 済 ○H19 済  

体育館 Ｓ ２ S46.3 906 × 
Ｈ25改築 
完了予定   

給食室 Ｒ １ H25.3 398 ○    

古山小 

管理棟 Ｒ ３ S45.3 3,010 × ○H20 済 ○H21 済  

特教棟 Ｒ ２ S52.3 1,047 × ○H23 済 ○H24 済  

体育館 Ｓ ２ S46.2 719 × 
Ｈ25改築 
完了予定   

給食室 Ｒ １ S45.3 123 ―   改築検討 

細谷小 

管理棟 Ｒ ２ S51.2 1,126 × ○H23 済  統廃合検討 

教室棟 Ｒ 1 H14.2 437 ○    

体育館 Ｓ ２ S51.2 573 ×   耐震改修検討 

給食室 Ｒ １ S51.2 88 ―   ﾗﾝﾁﾙｰﾑ転用 

石橋北小 

管理棟 Ｒ ３ S56.3 3,156 × ○H22 済 ○H23 済  

体育館 Ｓ ２ S56.11 1,012 × 
Ｈ25改修 
完了予定   

給食室 Ｒ １ S56.3 139 ―   改築検討 

30255
テキストボックス
-15-




 

学校名 棟 構造 階数 建築年月 面積㎡ 耐震 補強工事 大規模改修 備 考 

南河内中 

教室棟 Ｒ ３ H1.8 4,996 ○    

体育館 Ｓ ２ H2.5 1,710 ○    

給食室 Ｒ １ H1.8 193 ○    

南 河 内 

第 二 中 

管理棟 Ｒ ３ H6.3 3,920 ○    

特別棟 Ｒ ３ H6.3 1,533 ○    

体育館 Ｒ ２ H6.3 1,892 ○    

給食室 Ｒ １ H6.3 187 ○    

石橋中 

教室棟 Ｒ ４ H6.3 2,514 ○    

管理棟 Ｒ ４ H6.3 2,476 ○    

特別棟 Ｒ ４ H6.3 2,371 ○    

特別棟 Ｒ ４ H6.3 2,503 ○    

体育館 Ｒ ２ H6.12 2,082 ○    

給食室 Ｒ ２ H6.3 783 ○    

国分寺中 

管教棟 Ｒ ４ S54.5 4,429 × ○H17 済 
Ｈ25･26改修 
完了予定  

体育館 Ｒ ２ S60.2 2,271 ○ 
 

  

給食室 Ｒ １ S54.5 170 ―   予備室転用 

※構造欄 「Ｒ」は鉄筋コンクリート造、「Ｓ」は鉄骨造の略。 

※耐震欄  ・「○」は新耐震基準で建設された建物、または「地震防災対策特別措置法」第６条

の２第１項に規定される耐震診断の結果、耐震性があると判断された建物。 

・「×」は耐震性がないと判断された建物。 

・「―」は「地震防災対策特別措置法」第６条の２第１項のただし書により、耐震診

断の必要がないとものとして文部科学大臣の定める建物。 

学校名 棟 構造 階数 建築年月 面積㎡ 耐震 補強工事 大規模改修 備 考 

国分寺小 

教室棟 Ｒ ３ S41.3 2,744 × ○H20 済 ○H21 済  

管理棟 Ｒ ２ S46.3 1,954 × ○H20 済 ○H22 済  

体育館 Ｓ ２ S58.3 1,097 ○    

給食室 Ｒ １ S44.2 188 ―   倉庫転用 

国分寺西小 

教室棟 Ｒ ２ S50.3 856 ○   統廃合検討 

管理棟 Ｒ ２ H2.3 1,361 ○    

体育館 Ｓ ２ S60.1 821 ○    

給食室 Ｓ １ H2.3 230 ○   ﾗﾝﾁﾙｰﾑ転用 

国分寺東小 

教室棟 Ｒ ３ S56.3 2,370 × ○H17 済   

管理棟 Ｒ ２ S56.3 1,972 ○  ○H24 済  

体育館 Ｓ ２ S58.3 1,070 ○    

給食室 Ｒ １ S56.3 105 ―   多目的室転用 
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